　　　　　　　　　　　　　　　　　　
広報とうごう制作業務プロポーザル実施要領

令和５年２月

東郷町企画部人事秘書課

１　趣旨

　　「広報とうごう」は、町内の世帯全戸を対象に、さまざまな町政情報を届ける広報紙であり、町民と町政をつなぐ最も基本的な広報媒体である。
広報紙の制作に当たっては、子ども（小学校高学年）から高齢者まで全ての町民にとって読みやすく親しみやすい内容とするため、専門知識やノウハウを有する業者の能力を活用することが望ましいと考えられることから、「広報とうごう制作業務プロポーザル」を実施する。
今回のプロポーザルは、価格のみならず、企画力・技術力・実績等の観点から最適な業者を選定するため、「公募型プロポーザル」により募集を行い、最も適切な提案をした受託候補者を特定し、当該業務の契約を締結するものである。
２　業務内容

⑴　業務名称
　　広報とうごう制作業務

⑵　業務の内容
　　資料１「広報とうごう制作業務仕様書」（以下「仕様書」という。）のとおり。
　⑶　履行期間
令和５年４月１日から令和８年３月３１日まで

（２０２３年７月１日号から２０２６年４月１日号までの３４号）
⑷　事業費
　　５２，４３５千円（消費税及び地方消費税含む）を上限とする。
　【積算（参考）】
令和５年度：令和５年７月号から令和６年４月号まで　15,422,000円
令和６年度：令和６年５月号から令和７年４月号まで　18,506,400円
令和７年度：令和７年５月号から令和８年４月号まで　18,506,400円
３　選定方法

公募型プロポーザル方式による。

４　参加資格要件

　本業務のプロポーザルに参加できる者は、次の条件を全て満たすものとする。
⑴　令和４年・令和５年度東郷町競争入札参加資格者名簿に登載されている者で、本店又は支店等の所在地を愛知県内に有している者
⑵　過去５年間に、定期刊行物について発行業務を受託又は自社で発行したことがあり、かつ、官公庁における広報紙や事業ＰＲ冊子等の発行業務を受託した実績がある者
⑶　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

⑷　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続きの申し立て及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続き開始の申し立てを行って
いない者

⑸　東郷町暴力団排除条例（平成２４年東郷町条例第２７号）による入札参加除外措置を受けていない者
⑹　東郷町指名業者等選定審査会規程（平成元年東郷町訓令第２号）による指名停止を受けていない者
⑺　本業務について、十分な業務遂行能力及び適正な執行体制を有し、本町の指示に迅速かつ柔軟に対応できること。
５　スケジュール
	項目
	日程等

	実施要領の公表
	令和５年２月１７日（金）

	質問の受付
	令和５年２月２４日（金）午後５時まで

	質問の回答
	令和５年３月１日（水）

	参加表明書の提出
	令和５年３月３日（金）午後５時まで


	企画提案書の提出
	令和５年３月１６日（木）午後５時まで

	１次審査（書類審査）
	令和５年３月２０日（月）予定

	２次審査（プレゼンテーション審査）
	令和５年３月２７日（月）予定


６　質問書の提出

　　手続きや業務の内容について疑義のある場合は、「実施要領等に関する質問書」（様

式１）を提出すること。なお、様式１によらないもの及び電子メール以外の質問には回答しない。
⑴　提出期限
　　令和５年２月２４日（金）午後５時まで（必着）

⑵　提出先
　　東郷町企画部人事秘書課　

　　　〒４７０－０１９８　愛知県東郷町大字春木字羽根穴１番地

電　　話　０５６１－５６－０７１５（ダイヤルイン）

ファクス　０５６１－３８－０００１
Ｅメール　tgo-jinji@town.aichi-togo.lg.jp
担当：佐藤
⑶　提出方法
  　電子メール
⑷　回答日及び方法
　　令和５年３月１日（水）に、質問者の社名等を伏せて町ホームページで公表する。
７　参加表明書の提出

　　本プロポーザルに参加を希望する場合は、「参加表明書」（様式２）を提出すること。

⑴　提出期限
　　令和５年３月３日（金）午後５時まで（必着）
⑵　提出先
　　６　質問書の提出⑵に同じ
⑶　提出方法
　　持参又は郵送。なお、電子メールによる提出は受け付けない。
　　　※企画提案書の作成に必要なテキスト及び画像データ（以下「提供データ」という。）は、参加表明書提出時にお渡しします。
　　　　なお、郵送による参加表明書提出の場合は、提供データを後日郵送します。
　　　※持参の場合は、あらかじめ電話で来庁時間を予約すること。
８　企画提案書の提出

　　提案書作成要領に基づき、所定の様式等で作成すること。

⑴　提出部数
　　８部（正本１部・副本７部）

　　　※企画提案申請書（様式３）及び見積書（様式７）は正本１部のみで可

⑵　提出期限
　　令和５年３月１６日（木）午後５時まで（必着）
⑶　提出先
　　６　質問書の提出（２）に同じ
⑷　提出方法
　　持参又は郵送。
※提供データは、提案書提出時に返却してください。
　郵送の場合は、提供データが破損しないよう梱包し提案書と同封してください。

※参加を辞退する場合は、令和５年３月９日（木）午後５時（必着）までに人事秘書課まで「辞退届」（様式８）を持参又は郵送すること。
９　選定方法等に関する事項

⑴　審査委員会

本業務に係る提案等の審査及び評価並びに受託候補者の選定は、広報とうごう制作業務審査委員会（以下「審査委員会」という。）において行うものとする。

⑵　審査項目
	審査項目
	配点

	１　デザイン案
	全体イメージ
	10点

	
	表紙
	10点

	
	特集
	10点

	
	NEWSなPHOTO
	5点

	
	とうごうトレンド！
	10点

	
	お知らせページ（現在の情報PICKUP）
	5点

	２　企画案
	企画案（裏表紙）
	10点

	３　企画提案書
	本業務に対する考え方
	10点

	
	提案書類のアピールポイント
	5点

	４　業務体制
	業務体制
	5点

	５　過去の実績
	類似業務の実績など
	5点

	６　見積書
	見積書
	10点

	７　取組意欲
	ヒアリング
	5点

	合計点
	100点


　　　　　　

　　　　　　

　

　　　　　

⑶　１次審査（書類審査）
　　１次審査として、提出書類で選考を行う。審査委員会で審議し、２次審査の参加者（最大５者）を決定する。
⑷　２次審査（プレゼンテーション審査）
　　プレゼンテーションを実施し、審査委員会で評価する。
　ア　日時
　　令和５年３月２７日（月）午後２時から（予定）
イ　場所
　　役場３階政策審議会室
ウ　出席者
１応募者３名以内（統括責任者は、必ず出席すること。）
エ　実施時間
１応募者３５分（プレゼンテーション２０分以内、質疑応答１５分）
　　　※詳細については、別途通知する。
　　　※原則として提案書に記載の統括責任者が行うこと。

※提出した書類のみでの審査とし、追加資料、パワーポイント等は使用できないものとする。

10　特定・非特定の通知

　　受託候補者を特定した時点で書面により全提案者に特定・非特定の通知を送付する。なお、特定・非特定に関する事前の問合せには応じない。

11　その他

⑴　提案書の作成及び提出等に係る費用は、提案者の負担とする。

⑵　無効となるプロポーザル
　ア　提案書の提出方法、提出先、提出期限に適合しないもの

　イ　本要領に示された条件に適合しないもの

　ウ　虚偽の内容が記載されているもの

　　エ　本プロポーザルに関して審査委員会への接触があったもの

　　オ　２次審査（プレゼンテーション）に出席しなかった者

⑶　提案内容の変更

　　　提案書の提出後の内容の変更・加筆等は、一切認めない。
⑷　手続きにおいて使用する言語及び通貨

　　ア　言語　日本語

　　イ　通貨　日本国通貨

⑸　契約書作成の要否：要

⑹　プロポーザルの取扱い

ア　提出された提案書は、受託候補者の特定以外に提案者に無断で使用しないものとする。

　イ　提出された提案書は、公正性、透明性を期すために、「東郷町情報公開条例」等関連規定に基づき、開示することがある。

　　ウ　提案書の提出後、本町の判断により補足資料の提出を求めることがある。

　　エ　提案書に虚偽の記載をした場合は、提案を無効とするとともに虚偽の記載をした者に対して、本町の指名業者選定委員会において選定を見合わせることがある。

　　オ　提出された書類は、返却しない。

⑺　その他　

　　ア　提案書に記載された統括責任者は、病床、死亡、退職等極めて特別な場合を除き、変更することはできない。

　　イ　提案書の作成のために本町から貸し出した提供データ等は、本町の了解なく公表、使用することはできない。

　ウ　プロポーザルは、受託候補者の特定を目的に実施するものであり、契約後の業務においては必ずしも提案内容に沿って実施するものではない。

エ　提案書の提出は、１者につき１案のみとする。

　オ　特定された提案書を提出した受託候補者とは、後日、仕様書等に基づき契約を締結するが、契約条件・仕様等は、２次審査の質疑等を踏まえ、契約段階において修正を行うことがある。

カ　プロポーザルの審査により、受託候補者特定後、改めて見積書の提出を求める。
なお、契約は、プロポーザルの際に提出した見積書に基づき、「企画編集業務費」、「印刷業務費（４色刷り）」及び「合冊版作成費」による単価契約とする。
　　ただし、「印刷業務費（４色刷り）」については、１号における頁数に基づく複数の単価を設定することがある。

　キ　参加表明書の提出後、契約締結までの手続き中に指名停止となった場合には、以後の本業務に関する手続きの参加資格を失うものとする。また、受託候補者として特定されている場合は、次順位の者を受託候補者とする。
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